	産業廃棄物処理業


産業廃棄物処理業界は、近年のリーマンショック、円高等による「ものづくり産業」を中心に景気後退や海外移転等により、製造業者から排出する産業廃棄物が減少しており、業者間競争が激化し、収益面で厳しい状況となっている。

業界概要　

産業廃棄物処理業は、一般的に「事業活動に伴って生じた廃棄物を収集運搬・処分する事業所」である。業としては以下の業種があり、それぞれ都道府県、政令市、中核市で許可が必要である。

· 産業廃棄物収集運搬業(船舶廃油収集運搬業、産業廃棄物中継業、動物の糞尿・死体収集(畜産農業から生じたもの)運搬業を含む)　

· 産業廃棄物処分業(汚泥処理業、廃酸・廃アルカリ処理業、廃油処理業、廃プラスチック類処理業、船舶廃油処理業、産業廃棄物埋立業)

· 特別管理産業廃棄物収集運搬業(特別管理汚泥収集運搬業、特別管理廃油収集運搬業、感染性産業廃棄物収集運搬業、廃石綿等収集運搬業)

· 特別管理産業廃棄物処分業(特別管理汚泥処分業、特別管理廃油処分業、感染性産業廃棄物処分業、廃石綿等処分業、特別管理産業廃棄物埋立業)

家庭内で排出する廃棄物は「一般廃棄物」で、市町村が処理、処分し、産業廃棄物とは区別される。
廃棄物処理工程は「収集・運搬及び積替え・保管」、「中間処理」、「最終処分」と産業廃棄物処理があり、それぞれ専門性とそれに必要な技術習得が必要となっている。

産業廃棄物は製造業を中心とした景気動向で排出量が大きく変動する。業界は高度成長時代に大きく飛躍した。これは、製造業を中心に有害物質の排出が増加し、企業内での処理が困難となり、専門の処理業者が必要となったことによる。

産業廃棄物処理後の処分場は、堺第７三区など公有水面の埋立による確保や大阪湾圏域広域処理場整備事業(大阪湾フェニックス計画)などにより広域で確保されている。

　近年は、処理業者が増加したことと、不況により廃棄物が減少したことで、過当競争がおこり処理価格が低下しており、採算が厳しい状況となっている。  
産業廃棄物処理業者数は、全国で139,217業者(特別管理産業廃棄物処理業を含む)、大阪府は21,303　　　　業者で全国の15.3 ％となっている。

産業廃棄物処理業の許可件数は全国(特別管理産業廃棄物処理業含む)322,495で、大阪府内は26,124(大阪市7,583、堺市4,473、東大阪市2,735、高槻市3,790 、これら４市以外の大阪府許可分7,543）で全国の8.1％を占めている（業者数、許可
件数は環境省産業廃棄物処理業者、データ(平成24年1月4日現在)による）。

関係業界団体は、社団法人大阪府産業廃棄物協会があり、正会員290社で市場の80％を占めている。全国では、公益社団法人全国産業廃棄物連合会がある。

環境省では優良事業所認定制度があり、５年の許可年限が７年に拡大されるなどのインセンティブが図られている。

景気動向

全国の景気動向を、公益社団法人全国産業廃物連合会実施の全国調査結果からみると、23年１～６月期は、「業況は悪化しているが、先行きには持ち直しの兆しが見られる」とされる。個別項目をみると売上高・処理量・営業利益DI指標が悪化する一方、契約単価・資金繰り・設備投資・従業員数DI指標が改善した。

大阪は、東日本大震災の影響を受けなかったこともあり、業況は全国平均を上回っている。
　経営上の問題点
大阪での経営上の問題点として「同業者相互の価格競争の激化」「需要の停滞」「顧客先からの値下げ要請」

「人件費以外の費用の増加」「取引先の減少」などがあげられている。海外への輸出(廃プラスチック、金属くず等)は、円高による為替損をまねいており、大きな打撃を受けている。国内では、過当競争による低単価は適正処理を行わず、不法投棄に繋がることも懸念され、ており、買取価格の適正化が求められている。

電力不足への対応は、省エネ設備の導入などが進められている。また、社内ではこまめに消灯したり、LED電球の導入など節電を行っている。また、社員の家庭での節電を求める企業もあるなど、対応を創意工夫して実施している。

　今後の景気動向

　東日本大震災や台風の影響による大量の廃棄物が発生しているが、一般廃棄物か産業廃棄物かの区別が法律上困難であり、処理が遅れている。東日本大震災の瓦礫処理は、24年4月の法律改正により扱いが明らかになるが、それまでは動けない。大阪府への受け入れは現在検討中で、実施されれば、運搬、処理で需要が見込まれる。　　　　　　　　　　　（江原　均）
　　　　　　景況判断DI等(全国)
	
	22年1～6月
	22年7～12月
	23年1～6月

	景況判断DI
	－53
	－48
	－50　

	処理量DI 
	－30
	－14
	－28　

	売上高DI
	－34
	－14
	－27　

	営業利益DI
	－35
	－21
	－27　

	契約単価DI
	－31
	－25
	－18　

	資金繰りDI
	－14
	－13
	－ 8　

	設備投資DI
	－25
	－19
	－18　

	従業員数DI
	－ 9
	－ 6
	－ 4　


資料：公益社団法人『全国産業廃棄物連合会』
(注)　DIとは「好転」「増加」した等とする企業割合から「悪化」「減少」した等とする企業割合を差し引いた値である。

